長建協発第３８９号
平成１９年１２月２８日
各　支　部　長　様
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
「長崎県公共調達システム改革工程表」の策定について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　平成１８年１２月１８日、全国知事会において、「都道府県の公共調達改革に関する指針」が緊急報告されました。
　この指針は、昨年来、公共工事に関する入札談合事件の摘発が相次ぎ、知事の逮捕、辞任へ発展したことを含め、全国地方自治体における公共調達をめぐる一連の不祥事が、地方行政に対する国民の信頼を著しく損なうものであり、地方分権の推進にとっても大きな障害になりかねない、極めて憂慮すべき事態として受け止め、公共工事をはじめ公共調達に係るシステム全般を見直し、入札談合、とりわけ官製談合の防止に向けて断固たる取組を進めることとしたものです。
　また、指針においては、各都道府県において、指針に記載された数値を含む目標に向けて具体的な工程表を作成・公表した上で改革を進め、その実施状況についても毎年公表することとしています。

　長崎県においても、一般競争入札の拡大や総合評価方式及び電子入札の導入など制度の改善を進められてきましたが、公共調達における公正な競争の促進や透明性の確保を更に図るため、この指針に基づき改革を進めることとし、「長崎県公共調達システム改革工程表」が策定されました。
これにより、指針に沿った制度改革が計画的に、かつ早期に実現できるよう取り組み、公共工事をはじめ公共調達に関する県民の信頼確保に努めることとなった旨、長崎県土木部長より別添のとおり連絡がまいっております。
また、建設業界における談合体質の一掃と企業論理の確率に向けての取り組み、その実現及び「長崎県公共調達システム改革工程表」の周知について、同部長より併せて要請がまいっております。

つきましては、貴支部会員へのご指導並びに周知につきましてご配慮下さるようお願い申し上げます。

　なお、必要な要綱・要領の制定及び改正等は、各担当部局で順次行われることとなっておりますことと、　県工程表は、長崎県及び各担当部局のホームページ（別添土木部ホームページ掲載方法参照）に掲載されておりますことを申し添えます。
☆長崎県土木部ＨＰ　http://www.doboku.pref.nagasaki.jp/contents.html
